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１．はじめに

　日本は、大規模地震災害の発生が全国各地で懸念される地震大国である。阪神淡路大震災では、

零細企業や商店街、高齢者が復興できないといった高齢社会における復興の難しさが明らかになっ

た１）。また、東日本大震災では、国の想定をはるかに超える巨大な地震と津波が発生し、改めて防

災教育の必要性、重要性が認識された。防災教育とは、「災害時における危険を認識し、日常的な

備えを行うとともに、状況に応じて的確な判断の下に自らの安全を確保するための行動ができるよ

うにすること、災害発生時及び事後に、進んで他の人々や集団、地域の安全に役立つことができる

ようにすること」２）と定義されている。大地震発生時には、想定外の事態に備え、住民自身による

自助、地域住民が助け合う共助行動が不可欠になるが、それらの準備体制は十分とは言えない。近

年では、首都直下型地震、南海トラフ巨大地震等大規模広域災害の発生が懸念される中、住民の防

災訓練や小学校等を利用した避難所開設訓練が盛んに行われている。しかしながら、住民間の共助

については、どのような体制構築を行うか等、詳細が明確でなく、多くの自治会や地域の商店会で

はまだまだ模索段階である。

　この問題に対して、東日本大震災以降では、地域での自主防災組織の結成が進み、防災マニュア

ルや地域防災マップが数多く作成・配布がされてきた。しかし、現状は、具体的にどのように地域

防災を進めればよいのかわからない組織が大半を占めている。実際、自主防災組織の結成率は高い

が活動を持続できず、結果的に個々の防災意識の向上には繋がっていない３）。防災マニュアルや地

域防災マップにおいても、被災経験のない多くの人々にとっては、防災意識の低さから、それらの

コンテンツを有効に活用できない現状にある。

　また、マニュアルだけで想定外の事態に対処することは困難と予想される。このような背景より、

（1）防災意識の向上と（2）想定外の事態を想定した防災・減災活動の必要性が高まってきている。

　本研究は、人や組織の防災に対する意識向上が自助、および共助による自主防災力を高めること

を示し、想定外の状況への適応力を身に付ける学習を支援する仕組みの開発を目的とする。

　自主防災力は、個人や特定の組織が自らできること、できないことを理解し、消防や救急との協

力を含めた災害直後の対処に必要である。これを高めるためには、個人の防災に対する意識の向上

が必要不可欠である。その方法として、体験型学習や想定シナリオによって学習者へ具体的な気付

きを促し、防災意識を高めることを試みる。さらに、既存の想定シナリオや防災マニュアルを利用
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するだけでなく、学習者に自らシナリオ、特に学習を通じて実感した失敗や誤りを含むシナリオの

作成を促す。これにより、防災意識の低い学習者にとって利用しやすく、かつ想定外の状況を減ら

していく基盤づくりに有効な学習を実現できると考えられる。

　本研究では、このような試みの有効性や実現方法の調査をするために、大阪市駒川商店街の防災

活動へ参加し、勉強会などの学習支援を実施する。この活動を通して得られた知見より、地域住民

が自主的に災害に対する危険性を把握し、想定外を想定内として知覚していく仕組みづくりに有効

な情報の処理や表現、共有の方法を検討する。

２．自主防災力の必要性

　防災意識の向上は、自主防災力の向上や防災マニュアルの利活用、想定外の状況への対応力を高

めるために必要不可欠である４）５）６）。現在、自主防災力向上のために、組織構築に向けた取り組

みが活発に行われている地域は、近年の大規模災害による被災を経験している、または近い将来の

被災を予想されている地域であると考えられる７）８）９）。しかし、上述した地域以外でも、自主防災

力の向上は必要であり、そのためには、それぞれの地域で防災の必要性を理解することが重要であ

る10）。

　具体的な事例として、本研究で対象とする大阪市東住吉区の駒川商店街では、災害対策として、

区役所発行の防災マニュアルの配布などが以前から行われている。しかし、商店街に関わる全ての

人が防災マニュアルをいつでも利用できるように理解できているとは言い難い。大阪は阪神淡路大

震災を経験しているが、平成27年の時点ですでに20年経過しており、震災への意識は薄れている可

能性がある。また、駒川商店街は、南海トラフ地震による津波の被害はないと予測されており、喫

緊の対策の必要性は表面化していないと考えられる。 

　この事例は、駒川商店街に限ったものではなく、多くの地域や商店街で生じている問題であると

考えられる10）。そのため、防災マニュアルや防災訓練は日々改善されているが、利用者の防災意識

が欠けている状態では、配布したマニュアルを読まない、訓練には強制でやむを得ず参加しただけ

となり、学習効果は低いと予想される。また、防災マニュアルはある状況に対する適切な行動に関

するものであり、自分自身の状況に置き換えた上での理解がなければ、マニュアルの効果は低いと

考えられる。

　したがって、自主防災力を高めるためには、防災意識の向上を念頭に置いた学習や教育、活動が

必要不可欠と考えられる。



− 25 − 大阪城南女子短期大学研究紀要　第 50 巻（2015）

想定外の状況に対する自主防災力向上の支援のための基礎的研究

３．防災アクションプログラムの提案

３．１　防災アクションプログラムの概要

　本研究では、駒川商店街の協力のもと、個人や組織の防災に対する意識向上から災害へ対処する

能力の獲得、および維持を目的とした「防災アクションプログラム」を提案する。本プログラムでは、

図−１に示すように、学習者が訓練、議論、フィードバックというサイクルを経て、継続して自主

防災力の向上支援を試みる。
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コンテンツ

図−１　研究全体イメージ図

　学習者は、まず訓練フェーズにおいて、想定シナリオや訓練シミュレーターなどから学習を行う。

この際の想定シナリオは、初期シナリオと言い、学習者の状況や生活環境に適合した場面を想定し

ている。その後、議論フェーズにおいて、初期シナリオによる訓練から想定外の状況を理解し、想

定内のものとして加えた新シナリオを学習者が中心となって作成する。議論の際には、学習者が中

心となり、初期シナリオをベースに、新たな気づきや想定外、具体的な対策法、また、実際に起こ

り得る、やってはいけない行動（以下、NG行動）などを追加していく。

　これらの訓練フェーズや議論フェーズを通して得たことを知識として獲得するために、フィードバッ

クを行う。具体的な手法としては、議論フェーズで作成した新シナリオのWeb上での利用や閲覧、

学習者にとって想定内の状況や想定内に含まれないシナリオの提示、環境が類似した学習者の事例

の提示と検索の支援、学習および対策状況の記録と閲覧などが挙げられる。このように、学習者が

訓練、議論、フィードバックというサイクルを繰り返し、継続して学習することで自主防災力の向

上に有効性があると考えられる。防災意識の低い学習者による訓練や議論を効果的に行うためには、
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上述の当事者意識を持たせることに加えて、学習目的の明確化や適切な資料の提示による支援が必

要と予想される。したがって、本プログラムに求められる支援や情報技術の適用可能性の調査も兼

ねてその有効性を検証する。

３．２　防災コンピテンシー

　「コンピテンシー（能力）」とは、単なる知識や技能だけではなく、技能や態度を含む様々な心理的・

社会的なリソースを活用して、特定の文脈の中で複雑な要求（課題）に対応することができる力と

定義されている11）。近年では、災害発生時の行動傾向においても使用されている。防災コンピテンシー

とは、多分野におけるコンピテンシーを防災に当てはめたものであり、本研究では、災害発生時に自分、

組織、保護対象者の安全を確保するための知識と技術を身に付け、危険予測と想定外の状況でも冷

静かつ適切な状況判断、意思決定、行動ができる行動特性と定義する。

　本プログラムは、防災コンピテンシーの向上も視野に入れた教育、および学習を目標とする。し

かしながら、防災コンピテンシーのあるべき姿は明確ではないのが現状である。　

　また、この学習に終わりはなく、継続することが重要と考えられる。本研究では、シナリオや学

習者の行動を解析することで防災コンピテンシーを明確化し、災害時における具体的な行動の傾向

を評価する基準策定に対しても有効と予想される。

３．３　レジリエンスとの関連性

　本研究における防災力の向上とは、想定を超える災害に遭遇してもできるだけ平常の営みを損な

わない、また被害が避けられない場合でもそれを極力抑え、被害を乗り越え復活する力、また、地

域や社会集団の内部に蓄積された結束力やコミュニケーション能力、問題解決能力などが機能する

形、即ち「レジリエンス」の向上を図ることと同義と言える12）。レジリエンスとは、一般的には「（困

難に）負けない」という意味であり、精神医学・心理学用語では「ストレスや逆境に直面したとき、

それに対応し、克服していく能力」13）を言うが、ここ数年、レジリエンスは日本語の「防災力」と

同義語的に使われるようになってきた。本提案の自主防災力の向上のための防災アクションプロジェ

クトは、レジリエントな特性を持たせるためのプロセス評価指標14）と密接に関係していることを示す。

　表−１は、レジリエンス性の基礎となる四つの主要な能力14）と、本提案の防災アクションプログ

ラムとの関係を表している。対処する能力では、現在生じている変動や外乱などに、適切かつ臨機

応変に対処できる能力と定義されており、防災アクションプログラムの訓練フェーズにおいて、そ

の育成が可能であると考えられる。監視する能力では、警戒すべき脅威を認識した後、議論によっ

て他にどんな症候に注意を払って重点的に監視すべきなのかを話し合い、実際に議論ででた内容を

監視できる能力が含まれている。予見する能力では、警戒すべき脅威を認識した後に、さらに先の

時間領域において、事象の進展や新たな脅威を、議論の中で予測・予見することが可能であると考

えられる。学習する能力では、訓練フェーズで防災に関して事前の知識をつけることも含まれるが、
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訓練フェーズ、議論フェーズを経た後のフィードバックにおいて、学習および対策状況や新たなシ

ナリオの確認などによって得られる知識が主であると考えられる。

表−１　� レジリエンス性の基礎となる四つの主要な能力と防災アクションプログラムとの対応図

対処する能力
現在生じている変動や外乱などに、適切かつ臨機

応変に対処できる能力。
訓練フェーズ

監視する能力

現状に照らして、警戒すべき脅威を認識できる能

力。または、その脅威が発生したか、発生しそう

かを知るためには、どんな症候に注意を払って重

点的に監視すべきか知っていて実際に監視できる

能力。

フィードバック

予見する能力

「監視できる」よりも更に先の時間領域について、

事象の進展や新たな脅威あるいは好機の可能性を

見定める能力。

議論フェーズ

学習する能力
前記の３つの能力を維持向上させるために学習す

る能力。

フィードバック

訓練フェーズ

３．４　防災意識の向上

　本提案の防災アクションプログラムは、個人や組織の防災に対する意識向上から災害へ対処する

能力の獲得、および維持を目的としたものである。現在の防災マニュアルや活動の多くは、防災力

向上に有効ではあるが、ある状況に対する適切な行動に関するものでしかない。これらを活用する

ためには、設定とは異なる状況の想像や自分自身の状況に置き換えた上での理解が必要であり、防

災意識が高くなければ困難である。これに対して、本提案では、議論フェーズにおいて学習者が中

心となって様々なシナリオを作成し、訓練や議論を通じて自分に対して有効な防災力の獲得を図る。

特に、この学習を効果的に行う方法として、シナリオの場面展開ごとの状況への対処などを題材と

する議論や、あえて不適切な行動も含めてシナリオを具体化する活動を行うことで、日常生活にお

ける認識との差異から気づきを与え、被害を最小限に抑える当事者としての意識向上を図ることが

できると考えられる。

３．５　想定シナリオによる学習

　本提案では、学習者が訓練フェーズにおいて、訓練シミュレーターや初期シナリオなどからの知

識学習を行った後、議論フェーズへ移る。その際、学習者が中心となって様々なシナリオを作成し、

訓練や議論を通じて自分に対して有効な防災力の獲得を図る。想定シナリオは、議論フェーズにお

いて、初期シナリオから得られた新たな想定外や、様々な状況に対する対策法、解決法を想定内の
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ものとして捉え、行動が具体的になるよう作成していく。このシナリオは、学習者の状況や生活環

境に適合した場面を想定しており、その場面ごとに判断・行動を学習させられるものでなくてはな

らない。また、シナリオは様々な場面設定と時間経過を設定することで、その時点において取るべ

き具体的な応急対策を時系列的にイメージし、どのようにしたらうまく行動できるかを学習者自身

が考え、この作業で明らかにされた問題点や課題を整理することが可能であると考えられる。作成

した想定シナリオは、学習者自らが中心となって作成しているため、よりシナリオの内容を自らの

事として能動的に捉え、知覚していくことが可能であり、学習定着率の上昇も見込まれる。さらに、

この学習を効果的に行う方法として、あえて不適切な行動も含めてシナリオを具体化することで、

日常生活における認識との差異から気づきを与え、被害を最小限に抑える当事者としての意識向上

を図ることができると考えられる。また、議論によって警戒すべき脅威を現状に照らして認識する

ことにより、レジエンス性の基礎となる四つの能力の「監視する能力」を高めると同時に、自主防

災力、想定外の状況への対応力の向上へも有効であると考えられる。

３．６　本プログラムの有効性

　本研究では、想定外の災害に対処する能力、ならびに想定外の事態における自主防災力を向上さ

せることを目的として、防災アクションプログラムを提案している。既往研究における防災マップ

やマニュアル作成は、確かに防災力の向上には有効的な活動ではあるが、その有効性は防災意識の

高い者に限定されている。これに対して、本提案では、新シナリオを作成する過程において、シナ

リオにおける自らの状況を認識し、これに対応した適切な防災対策に結びつけていくことを提案し

ている。想定シナリオと全く同じ事態が実際に発生する可能性は低いが、防災アクションプログラ

ムにおける初期シナリオに新たな想定外を追加する作業を行い、フェーズサイクルを繰り返すことで、

防災意識、及び自主防災力の向上は可能であると考えられる。また、本プログラムにおけるフェー

ズサイクルから得られる能力は、レジリエンス・エンジニアリングにおけるレジリエンス性の基礎

となる四つの主要な能力の獲得をほぼ全て網羅するものであり、自主防災力および想定外への展開

も考慮した防災意識の向上に有効であると考えられる。つまり、想定外の状況をイメージすることは、

レジリエンス性の基礎となる四つの主要な能力における「予見する能力」に該当し、それらの能力

を高めることは、よりレジリエントな状況を作り出していく事と同義であると考えられる。

４．商店街の防災意識向上

４．１　活動の概要

　本研究における防災アクション・プログラムを実現するための具体的な活動として、本学と同区

内（大阪市東住吉区）に位置する駒川商店街を対象とした防災まち歩き、並びに想定シナリオを用

いた防災意識向上のための勉強会を行った。今回の活動における防災まち歩き、想定シナリオを用
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いた勉強会は学習者である「商店街の店主」と共に設定し、防災意識、想定外の状況に対する自主

防災力の向上を目的としている。

　まず、防災まち歩きとは、自分の住む地域や街を改めて防災という視点を取り入れつつ、地域の

危険箇所や防災設備・史跡などを探し歩くことで、防災意識の向上を図るものである15）。本プログ

ラムにおける活動の手順を以下に示す。

１． まち歩きを始める前に、防災意識向上を目的として、警察・消防から商店街内の消防設備や事

前知識の指導を受け、意見交換会を実施する。

２． 実際に防災という視点で商店街を歩くことで、日常生活における認識との差異から気づきを与え、

当事者としての意識向上を図る。

３． まち歩きを終えたうえでの意見交換会を行い、実際に商店街を歩いて感じたことやこれまでの

認識と違った点などの情報を共有し、その意見交換を基に災害シナリオを具体化していく作業

を行う。

４． 想定シナリオを用いた勉強会では、議論の中で、「実際に火災が起こったら」という議題を与え、

時間の経過とともに場面ごとの対応や役割、災害時の状況を実際にイメージし、様々な状況へ

の対応力を高めると同時に、「個人ができること」、「協力してできること」を明確にする。

４．２　防災まち歩き

　本研究で実施した防災まち歩きでは、参加者27名のうち商店街からの参加は10名であり、他は消

防や警察、区役所防災課からの参加であった。商店街防災代表者が前日までに約130店舗へ参加を

呼びかけた上での参加人数であった。商店街に人が集まっている時間帯にまち歩きを行うことが重

要であったが、営業時間帯で商店街関係者が参加することが難しかったことも課題として挙げられる。

図−２にまち歩きの様子、図−３に意見交換会の様子を示す。

４．２．１　防災まち歩きチェックシート

　まち歩きの参加者には、事前に、チェックシート（図−４）と商店街内地図を配布した。チェッ

クシートには、商店街を歩きながら、どういった視点で点検すれば良いかを理解し易くするため、

「安全な場所」、「災害に役立つ場所」、「危険な場所」、「その他」の項目とメモ欄が設けられており、

実際に商店街を歩きながら記入する。これらをまち歩き後の意見交換会での議題や災害シナリオを

具体化する作業の材料として活用していくことで議論の収束やシナリオによるフィードバックを行

い易くする。また、まち歩き中に発見された危険な場所や防災設備が設置されている箇所などには、

商店街内の地図に書き込み、再度確認できるよう情報を共有していく。
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図−４　防災まち歩きチェックシート

図−２　防災まち歩きの様子 図−３　防災まち歩き後の意見交換会の様子
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４．２．２　専門家による解説

　まち歩きは、消防設備の説明や消防、警察の意見を適宜受けながら実施した。その結果、アーケー

ド開閉装置のような消防設備の存在や使い方を初めて知った参加者が大半であり、実施後は設備を

意識する人が多く見られた。また、消防設備は商店街の通りに多数設置されているが、店舗の商品

棚によって使用困難となっているものが一部存在することが確認された。店舗の敷地から通路まで

はみ出して設置されている商品棚も多く、災害時には避難の妨げとなる可能性があることがわかった。

 

４．３　想定シナリオを用いたグループディスカッション

　本提案における想定シナリオ（図−５）を用いた勉強会および少人数グループディスカッションでは、

商店街関係者ら約10名が参加した。想定シナリオと防災まち歩きの結果を反映させて作成した新シ

ナリオ（図−６）を提示し、重要箇所だけを口頭で説明を加え、知識学習を行った。新シナリオで

は図−６に示すように、まち歩きで知識として獲得した「アーケード開閉装置」などの具体的な事

柄を加えた。

　学習後は、参加者10名を５名ずつに班分けし、「火災発生」、「火災発生後」、「消防・救急の到着」、「作

業開始」、「火災が落ち着いてから」という５つの場面展開を想定した簡易シナリオを提示し、グルー

プディスカッションを行った。グループディスカッションでは、具体的なイメージをしてもらうよ

うにいくつかの問題（図−７）を出し、議論を行った。議論中に得られた参加者の意見やシナリオ

の場面展開ごとの状況への対処は記録し、駒川商店街オリジナルの新シナリオとして追加していく。

　得られた意見の中には、「消火器を一度出すと止まらなくなる」や「火災報知機を作動させた後、

図−５　想定シナリオの一例
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図−６　まち歩きの結果を反映したシナリオの一例

図−７　ディスカッション用問題の一例
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その場で止めることができない」と認識していた参加者も確認されたが、これらは、間違った認識

であることがわかった。今まで当たり前だと思っていた認識が実は違っていたということを知るだ

けでも「想定外」が「想定内」となり、様々な状況への対処が可能である。また、商店街内で自身

が作成してきたシナリオを共有することで、想定外を減らすことが可能だと予想される。

４．４　活動の効果

　防災まち歩きでは、今後の活動に関する意見が挙がったことから、防災の必要性を確認し、意識

向上を図るためには有益であったと考えられる。特に、救急や消防へ連絡や商店街に詳しくない人

に対する案内として、駅の方角を向いたイラストを柱に描くといった案や、高齢者、障害者等の避

難時に何らかの困難を感じている者を対象とした「避難経路」および「避難場所」における施設整

備と情報を備えたバリアフリーマップの作成案など、具体的な意見が商店街から挙がったことから、

自主防災力を高める機会として、本活動は有効であったと考えられる。

　想定シナリオを用いた勉強会では、これまでの認識とは違った事実を知ることができた参加者が

多く確認できたことから、想定外を想定内へ自覚的に変化させていくことの重要性を改めて確認し、

個々の自主防災力の向上に対しても有効性は見られた。一方で、活動参加者の増加と継続という点

に関しては課題が残った。

　これらの結果を考慮して、駒川商店街防災訓練用配布物（図−８）を作成し、駒川商店街内で配

布することで、参加の呼びかけを行った。この配布物には、図−８のように防災訓練への参加意欲

を促進させるためのクイズを掲載した。「Q. 消火器を使った後、どうなりますか？」という質問文に、

「①全部出るまで止まらない」、「②レバーを離すと、止まる」という回答選択肢を用意し、実際の

火災時に消火器を使用しなければならない場面に直面した際、中身が全て出るまで止まらない消火

器の使用を躊躇してしまう心理に、解答を与え、普段の生活にも関連を持たせることで、参加意欲

を促すものとした。

図−８　防災訓練用配布物
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５．おわりに

　本研究では、自助、および共助による自主防災力の向上を目的とし、防災アクションプログラム

を通して、学習者が主体となって防災意識の向上と想定外の状況への防災力を高める仕組みの有効

性を検証した。本プログラムでは、個人や組織の防災に対する意識向上から災害へ対処する能力の

獲得、および維持を目的とし、学習者が訓練、議論、フィードバックというサイクルを経て、継続

して自主防災力の向上を図る支援を試みた。本研究は自主防災力向上に向けた学習や取り組みに関

する基礎的研究であることから、初回サイクルによって、本プログラムに求められる支援や情報技

術の適用可能性の調査も兼ねてその有効性を検証した。具体的な活動として、駒川商店街を対象と

した防災まち歩き、想定シナリオを用いた勉強会を実施した。商店街における活動より、自主防災

力を高めるためには、活動への参加の促進や防災について考える機会を設けることが重要であるこ

とがわかった。防災まち歩きでは、商店街全体の防災に対する意識が低いことが挙げられたが、防

災について全く考えていない人はおらず、日々の忙しさや防災へ時間を割く余裕がないことなどが、

このような現状に深く関係していると予想される。想定シナリオを用いた勉強会では、改めて自分

が被害にあう事態を考えることで、これまで想定していなかった、災害が起きた際に起こりうる具

体的な問題を明らかにすることができた。したがって、商店街の店主ごとに事情は異なるが、防災

に関する活動へ参加しやすいよう機会を設けることや、少しでも防災について考える機会を増やす

よう容易に触れられる形での情報提示や共有が重要と考えられる。

　防災アクションプログラムの活動結果より、防災意識の向上を目的とした取り組みでは、防災に

関する話題だけでなく、普段の生活に関わる話題も扱うことが有効であると予想される。本研究で

は、防災まち歩きにおいて商店街メンバー同士の議論から商店街の案内改善に向けた新たな活動に

派生したように、すでに生じていた問題に対して防災の視点を加えることで解決案が得られた。商

店街の案内のような普段の生活に関わる問題は防災と比較して商店街メンバーにとって関心があり、

新たな視点から自発的に解決策を見つけられたことは、非常に有意義であったと考えられる。この

ようにして、自主防災力を高める学習者が持つ関心をきっかけとし、防災を新たな視点とした議論

や活動につなげていくことで、参加者の呼びかけや防災意識の向上だけでなく、災害時に影響を及

ぼす問題の解決、新たな研究のアプローチが可能になると考えられる。

　以上のように、普段の生活との関係を考慮した上での防災への取り組み、防災に関して同じよう

な立場からの意見や声へ簡単に触れることができる情報の提示や共有が、自助・共助による自主防

災力に向けた防災意識の向上に有効であると考えられる。

　今後の課題として、本プログラムにおける活動の情報共有・成果共有という視点から、訓練シミュ

レーターや新シナリオのWeb上での利用や閲覧、環境や状況が類似した状況でのシナリオの共有が、

防災アクションプログラムにおけるフィードバックとして必要である。また、訓練フェーズから得

られた行動データや作成された新たなシナリオの解析、防災コンピテンシーの明確化、災害時にお
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ける具体的な行動の傾向を評価する基準策定など、本プログラムに求められる支援や情報技術の適

用の範囲を確定していくことで、フィードバックによる学習効果を高め、本提案のさらなる有効性

を向上させると考えられる。
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